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令和２年９月30日 

 

三鷹市議会議長 石 井 良 司 様 

 

決算審査特別委員長 後 藤 貴 光 

 

令和元年度三鷹市一般会計歳入歳出決算 

ほか５件審査特別委員会審査報告書 

 

本委員会に付託された議案第64号 令和元年度三鷹市一般会計歳入歳出決算の認

定についてほか５件を審査の結果、下記のとおり決定したので報告いたします。 

 

記 

 

○ 正副委員長互選の結果 

 

令和２年９月８日 

委 員 長  後 藤 貴 光 

副委員長  赤 松 大 一 を互選 

 

○ 委員会開会月日 

 

(1) 令和２年９月８日 

(2) 令和２年９月15日 

(3) 令和２年９月16日 

(4) 令和２年９月17日 

(5) 令和２年９月18日 

(6) 令和２年９月28日 
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○ 付託案件及び審査のてんまつ 

 

〔決算審査の結論〕 

 

１ 議案第64号 令和元年度三鷹市一般会計歳入歳出決算の認定について 

可否同数のため委員長裁決により原案認定 

 

２ 議案第65号 令和元年度三鷹市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

賛成多数をもって原案認定 

 

３ 議案第66号 令和元年度三鷹市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

賛成多数をもって原案認定 

 

４ 議案第67号 令和元年度三鷹市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

賛成多数をもって原案認定 

 

５ 議案第68号 令和元年度三鷹市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

賛成多数をもって原案認定 

 

６ 議案第69号 令和元年度三鷹市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

賛成多数をもって原案認定 
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〔は じ め に〕 

 

 令和元年度の本市の予算執行は、一般会計の歳入決算額は732億3,500万円余で、

前年度比36億2,900万円余、5.2％の増、また歳出決算額は720億1,300万円余、前年

度比43億1,000万円余、6.4％の増であり、予算に対する収入率は96.3％、執行率は

94.7％であった。また、歳入歳出の差引き額は12億2,200万円余で、翌年度への繰

越財源額を差し引いた実質収支は、11億2,200万円余となった。一方、全会計にお

ける歳入決算額は1,125億5,100万円余で、前年度比36億2,900万円余、3.3％の増、

歳出決算額は1,110億1,200万円余、前年度比41億8,400万円余、3.9％の増であり、

予算に対する収入率は96.9％、執行率は95.6％となる中での執行となった。 

 このような状況の中で、「第４次三鷹市基本計画」の第２次改定と個別計画改定

の有機的な連携による効果的な施策の展開、市民サービスの質の向上を支える行財

政基盤の確立を市政運営の基本的な考え方に据えつつ、「第４次三鷹市基本計画」

の第２次改定を進める中で、「補正予算編成にあたっての市政運営の基本的な考え

方」で示した施策に取り組み、基本構想が掲げる「人間のあすへのまち」の実現に

向けて、 

 

(1) 防災都市づくりに向けた市庁舎・議場棟等整備の再調整、三鷹駅南口中央通り

東地区再開発事業の推進などの都市再生プロジェクト 

(2) 地域ケアネットワーク推進事業の充実と発展、在宅医療・介護の連携の推進な

どのコミュニティ創生プロジェクト 

(3) 災害時在宅生活支援施設の拡充、都市型水害対策の推進などの安全安心プロジ

ェクト 

(4) 義務教育就学児医療費助成の拡充、子ども・子育て基金の創設などの子ども・

子育て支援プロジェクト 

(5) 旧どんぐり山施設の利活用の検討、休日診療所・休日調剤薬局等の一体的な整

備などの健康長寿社会プロジェクト 

(6) 生活困窮者自立支援体制の強化、発達障がい児（者）保護者寄り添い支援の充

実などのセーフティーネットプロジェクト 

(7) 都市型産業誘致の推進、ひまわり児童遊園の移設などのサステナブル都市プロ

ジェクト 

(8) 「三鷹産野菜の日」の推進、用途地域等の見直しなどの地域活性化プロジェク

ト 

(9) 牟礼地区生活道路緊急安全対策の検討、「駐輪場整備運営基本方針」の推進な

どの都市交通安全プロジェクト 

(10)新たな技術を活用した市民サービス向上に向けた取組、三鷹中央防災公園・元
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気創造プラザの総点検の実施などの基本計画における主要施策の推進 

(11)ライフ・ワーク・バランスと教育の質の向上を目指す働き方改革の推進、コミ

ュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の充実と発展などの教育施策の

推進 

 

などに取り組んだ。 

 なお、当該決算年度は、10月の台風第19号による豪雨に伴い、本市としては初め

てとなる避難所開設を行ったほか、年度末から始まった新型コロナウイルス感染症

拡大に対応するため、三鷹市新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、施設の

臨時休館、イベントの延期・中止、市立小・中学校の臨時休校、不況対策事業の実

施などを行ったところである。今後も台風による風水害の発生が想定されるととも

に、新型コロナウイルス感染症はいまだ収束の見えない状況にあり、自然災害のみ

ならず感染症対策を踏まえた都市の在り方が問われることとなった。 

 本委員会は、このような状況を踏まえつつ、令和元年度における予算執行とその

行政効果等について、鋭意審査を進めた結果、本決算議案についてはいずれも原案

を認定すべきものと決定した。 

 市理事者は、本委員会が認定に際して付した次の意見に十分配慮の上、今後の市

政運営に当たることを強く望むものである。 
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令和元年度三鷹市一般会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

〔附 帯 意 見〕 

 

歳  入 

 

１ ふるさと納税の減収補塡措置をはじめとする普通地方交付税不交付団体に対す

る不利益な取扱いについては、引き続き国に対して改善を強く働きかけること。 

２ 国からの各種補助金については、補助率が低く設定されるなど地方交付税不交

付団体が不利にならないよう、国に対して引き続き強く働きかけること。また、

東京都市町村総合交付金については、経営努力をしている地方自治体に不利にな

らないよう、東京都に対して引き続き強く働きかけること。 

 

歳  出 

 

 第２款 総務費 

１ 災害に強いまちづくりに向けた計画等の策定・見直し、施設整備等に当たって

は、近年の台風被害の甚大化なども踏まえ、より一層迅速に取り組むこと。 

２ 公共施設については、防災拠点として必要な役割、機能など、平常時及び災害

時の両面から検証を行い、早急な対応に取り組むこと。 

 

第３款 民生費 

１ 幼児教育・保育の無償化については、地方自治体の負担が増えることがないよ

う国・東京都に働きかけること。 

２ 学童保育所における待機児童の早期解消に向けた緊急対応に当たっては、新た

な施設整備にこだわることなく、既存の公共施設の効率的な利用や空き家等の地

域資源の活用など、機動性を持った取組を積極的に進めること。 

 

 第４款 衛生費 

１ 新型コロナウイルス感染症への対策に当たっては、国・東京都の対応状況を注

視し、必要な施策に迅速に取り組むこと。 

 

 第９款 消防費 

１ 災害時において、市民が取るべき行動や対応を速やかに取れるよう、災害情報

の迅速かつ正確な伝達に努めること。 
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２ 台風第19号による風水害の課題を踏まえ、野川をはじめとする市内河川の適切

な管理及び災害時の備えとしての監視体制強化については、国・東京都と緊密に

連携するとともに、必要に応じて支援を要請すること。 

 

第10款 教育費 

１ 学校施設の長寿命化については、「新都市再生ビジョン（仮称）」策定の中で優

先的に取り扱うよう考慮すること。 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 谷口敏也委員（三鷹民主緑風会） 

今回審査した令和元年度の一般会計決算について、当初予算は清原前市長が編

成した予算となっていることから、令和元年第２回定例会において、河村市長が

「補正予算編成にあたっての市政運営の基本的な考え方」を示し、補正予算を組

み、その後の事業の執行に当たった。 

このときの補正予算案は、当時の三鷹市の最重要課題とも言える市庁舎等の建

て替えについて、我々市議会が既に可決していた「市庁舎・議場棟等建替え基本

構想策定関係費」と「市庁舎・議場棟等建替え基本計画策定関係費」の減額補正

が計上されており、その代わりとして市庁舎等の劣化診断費が計上されていた。 

劣化診断をするまでもなく、上下水道や電気・ガスなどの設備は、早急に大規

模な改修が必要だと認識していた我々は、当然のことながらこの補正予算案に反

対した。 

改めて今回の決算書を見ると、ほかにも「休日診療所・休日調剤薬局等の一体

的な整備」では、場所を含めて、その予算に賛成した我々市議会に事前の相談も

なく、三師会と設置場所の変更を協議し決定したり、設置が難しいと分かってい

た三鷹駅南口駅前デッキ上への閉鎖型喫煙所について、300万円余りをかけて改

めて調査をしたりと、我々の考え方とは異なる政策判断をしたことが分かる。 

また、私自身が定例会ごとに、一般質問において、市長に何かしらの不服を申

し述べてきたことも思い出される。 

一方で、そのほかの多くの事業については、賛同できるものばかりであるし、

根本的に政策の方向性については、我々とも大きな違いはないと考えている。ま

た、平成30年度決算等審査の監査委員意見書を基に、内部統制の整備について

「三鷹市都市経営アクションプラン2022」に個別課題として位置づけたことは大

変評価しているところである。しかしながら、令和元年度当初の我々民主緑風会

及び市議会への対応やさきに述べた予算の執行状況については、やはり看過でき

るものではない。 
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よって、我々三鷹民主緑風会は、令和元年度一般会計歳入歳出決算の認定につ

いては反対する。 

 

２ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

令和元年度は、河村 孝市長が就任した最初の年度で、当初予算に対し、新市

長として６月の補正予算で修正を行った。 

一旦立ち止まるとした市庁舎・議場棟等の建て替えについて、市民センター施

設の劣化診断の結果を受けて事業の枠組み全体を再調整したこと、その他の防災

上重要な公共建築物の詳細調査に着手し、市民センターも含め、市内全公共施設

を対象とした公共施設長寿命化計画に基づくものにしていくこと。三鷹中央防災

公園・元気創造プラザ整備事業債について、井口特設グラウンドを防災対策上の

一時避難場所・市民のスポーツ広場として確保し、売却を見込まない償還計画に

変更したこと。ブロック塀の撤去等震災対策、大型台風襲来時の自主避難所の開

設などの防災対策。学校施設の体育館空調設備の設置、洋式トイレの整備拡充の

ための取組。義務教育就学児医療費の小学生までの所得制限の撤廃。新型コロナ

ウイルス感染症の対策の中で、小・中学校の臨時休校に伴う子どもの居場所づく

りとして、学童保育所の開所時間の拡大などは市民の声に応えたものと考える。 

しかし、当該年度は消費税10％への増税に加え、コロナ禍に直面した年であり、

市民の暮らしはより一層厳しいものになった。国の増税緩和策として実施された

低所得者・子育て世帯に対するプレミアム付商品券事業の効果も限定的で、臨時

の特別措置は十分ではなかった。そのような中で、三鷹駅周辺の駐輪場料金の引

上げ、下水道料金の値上げ、使用料・手数料への消費税増の転嫁検討は、市民の

負担と不安を増やし、暮らしを厳しくした。 

新型コロナウイルス感染症の対応として、内閣総理大臣の要請に基づき実施さ

れた小・中学校一斉休校は、市内の感染状況が確認できない中、科学的根拠に基

づく感染リスクの判断をされずに決断されたことは残念である。学校施設長寿命

化計画（仮称）は策定延期をすることなく策定し、新都市再生ビジョン（仮称）

の策定の中に反映するよう取り組むべきだった。三鷹駅南口中央通り東地区再開

発において、「子どもの森（仮称）」のイメージが発せられたが、市民の知りたい

情報は適宜適切に公表されず、不十分だった。新型コロナ禍の影響を鑑み、慎重

に進めることを求める。 

幼児教育・保育の無償化と言いつつ、保育園で新たに給食食材料費の実費徴収

を決め実施したこと、子どもの健康と命に関わる学校給食の調理業務の民間委託

を拡大したことは認められない。市庁舎・議場棟等整備事業の中で取り交わされ

た日本郵便株式会社との協定は、同事業の大規模化を誘引するおそれがあり、解

消すべきである。 
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以上、市民の意見、要求を反映した点は認めるものであるが、質疑の中でただ

した認定できない問題点があることから、令和元年度三鷹市一般会計歳入歳出決

算の認定に反対する。 

 

３ 野村羊子委員（いのちが大事） 

2019年度は、変化の兆しの年だったと言える。市長が替わり、主要施策につい

て一旦立ち止まり検討し、方向性を定めてから改めて踏み出そうとしたところに、

新型コロナウイルス感染症災害という緊急事態になり、全てが先送りで、決定が

さらに先延ばしになった。 

だからこそ、2019年度決算において、実施した施策・事業の内容の評価・検証

を踏まえ、次につなげていくことが重要である。立ち止まった事業の１つ、市庁

舎・議場棟等建て替えについて、劣化診断の基礎調査を行ったことは評価できる。

調査を踏まえ、2020年度ではあるが、「建て替えの緊急性はない」との判断を歓

迎する。そうであるなら、日本郵便株式会社との協定は破棄すべきである。 

今後、他の公共施設や学校施設の劣化診断の結果等も含めて、公共施設全体の

更新等について、新都市再生ビジョン（仮称）を策定するとしているが、市庁舎

においては、必要な改修について早急に着手すべきである。同時に、ビジョン策

定過程を公開し、市民の声を反映させつつ、「長く大切に使う」ことを基本に、

未来を見据えたビジョンとすることを求める。 

三鷹中央防災公園・元気創造プラザの総点検については、市民から寄せられた

意見・要望等1,847件を職員が検証・分類し、施設運営団体や利用団体にヒアリ

ングをしたこと、駐輪場やプールの床などを改修したことは評価する。しかし、

そもそも設計段階において利用者や市民の声の反映がなく、その施設で求められ

る機能が果たせないような設備等になっていること、使い勝手が悪い設計になっ

ていることについての率直な反省がないことは問題である。新たに利用し始めた

市民は、設備の在り方は所与のものとして、どうやったら使い勝手がよくなるか

を考えるもので、設計等に問題がないことのエクスキューズにはならない。 

三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業において、「子どもの森（仮称）」のイメ

ージコンセプトを発表したことについて、市長は再開発の意欲をかき立てるため

の冒険だったが、前向きに捉えられたと答弁した。しかし、一旦再開発から外し

た区域を再度取り込み、その地域の地権者らの了解なしに公表することは問題で

ある。今後は慎重に進めるとして「都市計画決定を任期内に」という期限を外し

たことは当然である。まず、三鷹駅前に必要な公共施設は何かをきちんと検討す

ることから始めるべきである。その上で、超高層マンション建設ありきの民間デ

ィベロッパー利権となる市街地再開発事業ではない手法を検討すべきである。 

休日診療所・休日調剤薬局等の一体的な整備事業について、私たちは旧保健セ
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ンターの建物を使うことを提案していたが、解体されたのは残念である。老朽化

が進んでいたとするが、耐震基準を満たしていた建物であり、適切に維持管理さ

れていれば十分に活用できたはずである。三鷹中央防災公園事業の代替地として

むらさき橋通り沿いの敷地の一部を提供したため、建物の一部が民地にかかるこ

とになってしまったことも取壊しの要因とされており、防災公園事業の負の影響

がここにも現れていると言える。 

今後のどんぐり山施設の利活用は、旧どんぐり山施設利活用研究会準備チーム

で検討されており、新型コロナウイルス対策で足踏みしている事業の１つである

が、在宅医療・介護等、特に在宅ホスピスに資するような、今の三鷹市の高齢者

福祉に真に必要な施設とすることを求める。 

幼児教育・保育の無償化に際して、保育園の給食費6,000円を徴収するという

判断は間違いである。近隣市の多くは副食費4,500円のみの徴収としており、多

摩26市中２番目に高い金額である。低所得者軽減はあるにしても、子育て世帯が

住みやすいまちを目指すのであれば、無償化にすべきであった。百歩譲っても

4,500円にとどめるべきであった。 

プレミアム付商品券事業は、制度設計全てを国が決めた事業であり、消費税増

税対策として住民税非課税者及び子育て世帯が25％のプレミアム付商品券を２万

円分購入できるものである。実際は、非課税者の申請率は31.1％でしかなく、子

育て世帯を含めた販売率は71％であった。予算に対しての執行率も61％でしかな

く、施策の目的である低所得者への増税影響の緩和には程遠い状況であった。非

課税者の申請率が31.1％しかなかった理由は何か、影響緩和への有効策は何だっ

たのかを総括することを求める。国の10分の10の補助事業であるが、事業には職

員が３人当たるなど数字に出てこない市の負担があった。このような効果のない

事業は、きちんとマイナスの評価を明示し、国に対してもそれを伝え、反省を促

すべきである。 

最後に、第４次三鷹市基本計画（第２次改定）に対する、いのちが大事の意見

の中で、公契約条例、子どもの権利条例、保育料の条例化を求めたが、検討がほ

とんどなされなかったのは残念である。 

井口特設グラウンドを売却しない市債償還計画の見直しなど、立ち止まり、慎

重に対応しようとする姿勢は評価するものの、三鷹駅前再開発において強引さが

見える点や消費税対応のプレミアム付商品券や幼児教育・保育の無償化の給食費

など、看過できない問題等が多々あるため、2019年度一般会計決算認定に反対す

る。 

 

〔本会計に対する賛成討論〕 
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１ 𠮷沼德人委員（三鷹市議会令和山桜会） 

令和元年度は、当初、清原前市長による施政方針の下、平成31年度予算として

編成され、その後、河村新市長により当初予算で計上を見送った、幼児教育・保

育の無償化、土地の売却や取得などの計上や市庁舎等建て替えなどを再調整して

編成された令和元年度補正予算（第１号）の執行年度だった。また、第４次三鷹

市基本計画（第２次改定）の年度であり、この基本的な考え方を踏まえた施策を

盛り込んだ。 

このような下、令和元年度一般会計決算額は、歳入732億3,562万2,000円、前

年度対比36億2,907万7,000円、5.2％の増、歳出720億1,353万8,000円で、前年度

対比43億1,005万円、6.4％の増となった。 

特に市税においては、個人市民税や固定資産税の増などにより、385億1,169万

5,000円と過去最高の税収額であった。 

しかしながら、ふるさと納税の影響額は約６億2,200万円にも及び、さらに年

度末には新型コロナウイルス感染症の感染拡大が始まり、「三鷹市新型コロナウ

イルス感染症対策本部」を設置し、新たな困難な環境を乗り越え、市民の暮らし

の安定を実現させるための緊急施策を展開させるスタートの年度にもなった。 

このように財政運営が厳しい中、「新・三鷹市行財政改革アクションプラン

2022」の改定に当たっては、ＥＢＰＭの考えを基礎に、都市経営の視点を取り入

れた「三鷹市都市経営アクションプラン2022」として新たに策定するなど、行財

政改革をさらに前進させ、自治体経営に取り組んだことを評価する。 

今後は、新型コロナウイルス感染症による市税等の大幅な減収が考えられ、さ

らに厳しい財政状況が見込まれるが、引き続き新型コロナウイルス感染症対策に

しっかりと取り組むことにより、市民の健康と生命を守り、安定した市民生活の

確保を第一に努めていただきたいと思う。 

また、基金の運用計画に細心の注意を払うとともに、議会への説明を逐次行い、

都市再生をはじめ、全ての施策において、最小の経費で最大の効果を得られるよ

う努めていただくことも申し上げ、賛成討論とする。 

 

２ 吉野和之委員（三鷹市議会自由民主クラブ） 

令和元年度は、年度末にパンデミックである新型コロナウイルス感染症が発生

し、感染拡大が予測され、市民の生活や経済活動への影響が懸念された。三鷹市

においては、令和２年２月に「三鷹市新型コロナウイルス感染症対策本部」を設

置し、迅速な対応を図るとともに、教育委員会においては、３月より臨時休校を

行い、児童・生徒の命を守るための措置を即取った。このことは、何よりも市民

の大切な命を守る使命を持った市としての行動であり、その迅速な対応を評価す

るとともに、今後も緊急事態においては、迅速かつ的確な行動を取ることを望む。 
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三鷹市政は、新市長による補正予算において、防災都市の構築を大きな柱に位

置づけ、最重点プロジェクトである「都市再生」と「コミュニティ創生」のプロ

ジェクトを中心に様々な施策が推進された。 

都市再生では、市庁舎・議場棟等の建て替えについて、一旦立ち止まり、劣化

診断などを行い、事業手法の検討を進めるとともに、防災都市づくりに向けての

検討を行った。また、三鷹駅前地区再開発については、「子どもの森（仮称）」の

イメージコンセプトを公表し、意見聴取を行いながら地権者等の合意形成などを

進めた。コミュニティ創生では、地域サロン等活動費の一部助成等を行い、地域

ケアネットワークの充実と発展に向けた活動支援を進めた。そのほかでは、幼児

教育・保育の無償化に取り組み、在宅子育て支援事業の推進・拡充、私立認可保

育園の開設等の支援、特別養護老人ホームの整備への助成、生活・就労支援窓口

体制拡充による生活困窮者自立支援体制の強化、東京2020オリンピック・パラリ

ンピック競技大会開催に向けての機運醸成の実施など、多彩な事業を実施した。 

また、第４次三鷹市基本計画（第２次改定）や個別計画の改定、三鷹市都市経

営アクションプラン2022の策定を行い、新市長としての自治体経営の基本的な考

え方や主要施策の方向性を定めた。特に三鷹市都市経営アクションプラン2022は、

都市経営という視点から行財政改革を推進する方向性を示したものであり、市民

が求める施策を効果的・効率的に実現するための指針となるべきものであり、新

市長の先進的考え方を評価し、本プランにのっとった施策の実現を期待するもの

である。 

なお、以下の点を申し添えたい。 

厳しい財政状況にあって、国・東京都の補助金を活用、経営努力、財源を有効

に活用し、諸事業を実施されたことは評価できる。しかし、市庁舎・議場棟等の

建て替え、三鷹駅前地区再開発については、同時進行で進めるべき課題であるこ

と。 

また、市税、国保税の収納率の向上に努め、収入未済額縮減に取り組むこと。 

また、保険給付費の増などにより、特別会計繰出金が増大していることから、

保険給付と医療費の適正化に取り組み、繰出金の抑制に取り組まれたい。 

以上、申し上げて本決算の認定に賛成する。 

 

３ 赤松大一委員（三鷹市議会公明党） 

令和元年は、平成の終わりから新たな令和の時代の幕開けとなり、依然として

三鷹市の人口は増加しつつある中、子ども・子育て世帯への支援拡充、地域の高

齢化進展による社会保障や地域福祉施策の拡充等、ＳＤＧｓの視点からの多様な

施策を拡充された年だった。 

ＳＤＧｓの下、持続可能な世界への取組が進もうとしている中、誰一人として
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取り残さない三鷹の未来に向け、職員一人一人の理解と市民への普及啓発を強力

に進めていただきたいと思う。 

また、第４次三鷹市基本計画（第２次改定）の有機的な連携による効果的な施

策の展開と市民サービスの質の向上を支える行財政基盤の確立を据えての補正予

算編成から、実質のスタートをした年度でもあった。 

その中で、長年暗礁に乗り上げていた三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業推

進について、「子どもの森（仮称）」のイメージコンセプトを公表し、滞っていた

地権者との協議をＵＲ都市機構と連携しながら、都市計画に向けて一歩進めるこ

とができたことは評価する。 

都市型水害対策としては、長年被害を受けていた中原地域において雨水貯留施

設の整備に着手し、中仙川改修工事が完了したことは、大きく周辺地域の浸水被

害の軽減対策を進めることとなった。 

子ども・子育て支援では、義務教育就学児医療費助成制度が小学校６年生まで

の所得制限撤廃で多くの保護者から喜びの声が寄せられている。また、10月から

の幼児教育・保育の無償化の大きな制度改正と併せ、適応支援教室の開設準備や

公私連携型保育園における医療的ケア児の受入れのための取組準備、子ども食堂

の運営支援、中学校での校内通級教室開設への環境整備等、子ども・子育て環境

における多様なニーズに対応したことを高く評価する。 

何よりも当該年度は、台風第15号、第19号による豪雨災害の発生により、自然

災害の激甚化が顕著となった年度であり、令和２年２月から脅威となっている新

型コロナウイルス感染症拡大への対応を迫られ、様々な施策への影響や限られた

時間の中での難しい判断を迫られたものと推察される。今後の三鷹市における質

の高い防災都市づくりにおいては、感染症を含めた複合災害を想定した備えとま

ちづくりの視点と、防災・減災の担い手としての人づくり等の重要性が増してい

ると考え、あらゆる災害リスクを極限までなくす取組を求める。 

以上の点を申し述べ、河村市長１年目の決算となる令和元年度決算について賛

成する。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

令和元年度三鷹市国民健康保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 
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都道府県一元化に伴う法定外繰入れの解消、標準保険料率に合わせた国民健康

保険税への改定の要求は連続的な国民健康保険税の値上げにつながるおそれがあ

る。当該年度、国民健康保険税の値上げを実施せず、低所得者の均等割の５割、

２割軽減を拡充したことは評価する。国民健康保険税は、現行でも他の被用者医

療保険制度と比較して高額で、市のモデルケースで比較した場合、協会けんぽの

東京支部の1.4倍から1.7倍にもなっている。 

市民の負担の公平性の観点に立てば、同じ世帯構成の所得水準であれば、同程

度の保険税負担となるよう保険税負担の解消を検討すべきである。社会保障制度

のセーフティーネットとして、また国民皆保険の基礎として、国民健康保険の役

割を広く全市民に周知する取組が求められる。国や都に助成拡充を求め、一般会

計からの繰入れを拡充して、他の被用者保険同等、協会けんぽ並みの保険税にな

るよう負担軽減の改定の検討を求める。 

所得のない世帯人数が増えると逆進性がより高まる、世帯人数で負担が増える

均等割額の国保制度の課題が明確になってきた。18歳以下の第２子以降の均等割

軽減を行うには、およそ3,100万円あれば実施できる。国保税の負担軽減のため、

子どもの均等割額の軽減実施が切実に求められている。国の制度としての実施を

待つことなく、市独自の実施の検討を求める。 

また、国が行っていた旧被扶養者減免の見直しが行われ、所得の低い高齢者が

負担増となった。年度末、コロナ危機が市民生活に大きな影響を及ぼす中、次年

度の国保税引上げ改定を決定し、緊急対応としての次年度保険税の値上げ改定の

見送りの見直しも検討しなかった。保険税の負担軽減の市民の要望に十分に応え

なかった。 

よって、令和元年度三鷹市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定に反

対する。 

 

２ 野村羊子委員（いのちが大事） 

国民健康保険制度においては、均等割は被保険者全員に課せられる。三鷹市で

の均等割額は、医療分２万5,900円、後期高齢者支援均等課税分１万円で合計３

万5,900円であり、多子世帯など、人数が多く所得が低い世帯ほど、その負担が

重くなる。均等割額の廃止には法改正が必要だが、第２子以降は自治体の裁量で

軽減できる。第２子以降の軽減を検討すらしなかったことは重大な問題である。 

現在、国民健康保険の加入者は、８割が無職や非正規雇用者である。加入者の

貧困化・高齢化・重症化が進む中、保険税が高騰する悪循環となっている。保険

税が払えずに未加入、無保険状態になっている人も増えている。国民健康保険制

度の構造的な危機を打開するためには、国の責任を明示し、国庫負担を増やす以

外にない。 
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国に対し、国庫負担の抜本的増額を求めるとともに、三鷹市が社会保障として

の国民健康保険制度を維持することを求め、本特別会計決算認定に反対する。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

令和元年度三鷹市下水道事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

都市型水害対策として、井の頭一丁目付近の雨水管の新設整備や「下水道再生

計画」に基づく東部水再生センターの改修整備による下水道長寿命化の取組は評

価する。 

下水道料金において、2019年10月に実施された消費税10％への消費税率引上げ

を反映して、消費増税分を下水道料金に転嫁した。長期のデフレと景気後退の中、

厳しい市民生活に配慮せず、下水道料金を引き上げ、市民負担増を実施したこと

は認められない。市民生活を守る暮らしの防波堤の役割を十分に果たしたとは認

められない。 

よって、令和元年度三鷹市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に反対する。 

 

〔本会計に対する賛成討論〕 

 

１ 野村羊子委員（いのちが大事） 

2020年度に「地方公営企業法」による企業会計に移行するための打切り決算と

なった。三鷹市は、自前の下水道処理施設である東部水再生センターの老朽化の

課題を抱えており、改修工事には鋭意取り組み続けていく必要がある。下水管管

路の長寿命化工事、都市型水害対策工事など、今後も修繕・工事費がかさむ状態

である。企業会計になったとしても、収支バランスを取るために安易に利用料の

値上げを行うことは許されない。 

今まで同様必要な事業は市から繰り出してでも行い、市民の命を支えることを

大前提にすべきであることを申し添え、本会計決算認定に賛成する。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

令和元年度三鷹市介護サービス事業特別会計 
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歳入歳出決算の認定について 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

特養ホームの待機者が解消されていない中で、廃止決定後も存続を求める市民

の声が絶えなかった市立特別養護老人ホームどんぐり山を当該年度で廃止したこ

とは、介護サービスの充実の点からも、市民の要望に応えなかった点からも認め

られない。 

施設廃止に当たり、当該年度デイサービス、特養ホーム事業の介護サービスの

減と介護報酬減による施設の運営経費の補塡負担を発生させたことは失政であり、

反省すべき点である。施設廃止後の施設利用において幅広い市民の声を反映する

取組を求める。 

日本共産党三鷹市議会議員団は、市民の介護サービスにおける財産であり、多

床室における介護サービス、高齢者の緊急保護事業の貴重な介護サービスを提供

した市立特別養護老人ホームどんぐり山の閉鎖に反対してきた。 

よって、この施設を廃止したことから、令和元年度三鷹市介護サービス事業特

別会計歳入歳出決算の認定に反対する。 

 

２ 野村羊子委員（いのちが大事） 

私たちは、かねてから市立特別養護老人ホームどんぐり山の存続を求めてきた。

当該年度をもって廃止したことに遺憾の意を表明する。 

２つの民間特別養護老人ホームが新設されたことによりベッド数は増えたとは

いえ、ユニット型で利用料金の負担が重くなる。どんぐり山は、三鷹市の「誰一

人取り残さない」高齢者福祉のためには必要な施設であったが、それを廃止した

ことは、市の高齢者福祉の放棄につながるものである。 

以上のことから、本会計決算認定に反対する。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

令和元年度三鷹市介護保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 野村羊子委員（いのちが大事） 
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介護保険は制度開始から20年がたっているが、「見直し」のたびの制度改変は

事業者に混乱をもたらし、利用者にとっても「介護の社会化」という当初の思い

からはるかに離れた制度になってしまっている。 

この間の政府の「見直し」は、一貫して「給付削減と負担増」であり、被保険

者の中でもとりわけ「軽度者」（要支援１・２、要介護１・２）の切捨てと在宅

サービスを削減する方向が際立ってきている。これは、介護保険制度の根幹を揺

るがし、高齢者の尊厳ある生活を破壊するだけでなく、介護離職など、現役世代

にも深刻な影響を及ぼすものである。 

三鷹市においても、介護保険料は基準額で年間６万9,000円と、２倍になった

にもかかわらず、サービス給付は減らされ、在宅介護の訪問時間が短過ぎる、利

用料金の安い施設にはなかなか入れない、負担ができないから必要なサービスを

利用できない等の実態が生じている。 

一方で、介護職員等は処遇の悪さから離職、介護業界での人手不足が加速して

いる。これは、介護保険事業所への給付が減らされ、自立した経営が困難になっ

ていること、訪問介護のへルパーが専門職としての処遇がなされていない等が背

景にある。 

三鷹市の調査でも約半数の市民は、介護保険事業が保険料に見合うだけの制度

になっていないと感じている。これは、介護を保険制度とし、保険料を徴収して

行うこと自体の限界を示している。今、国民の多くが将来に不安を感じ、社会保

障制度の充実を政府に望んでいる。介護保険制度は必要なサービスを必要とする

人に届けるとは言い難い状態になっている。 

人が生きることを優先させる介護保険制度への見直しを求め、本会計決算認定

に反対する。 

 

〔本会計に対する賛成討論〕 

 

１ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

2019年10月に実施された消費税増税に伴い、低所得者対策として、国は住民税

非課税の所得段階第３段階までの軽減を示したが、本市の第３段階は国の基準を

満たしていることから、軽減対象を本市の第２段階までにとどめた。消費税増税

の負担を同等に受けている住民税非課税の低所得者に対しての対応として不十分

である。 

消費税10％への増税が実施される中、市民生活がますます厳しくなる下で介護

保険料の値上げをしなかったこと、課題はあるものの、低所得者への保険料軽減

策を拡充させたことを評価する。 

よって、令和元年度三鷹市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定に賛成す
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る。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

令和元年度三鷹市後期高齢者医療特別会計 

歳入歳出決算の認定について 

 

〔本会計に対する反対討論〕 

 

１ 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

負担が重いと悲鳴が上がっている保険料の平成30、31年度第六期の当該年度、

消費税10％増税の対策として行われる介護保険料の低所得者軽減や年金生活者支

援給付金の支給を理由に、保険料均等割に係る軽減特例、９割軽減を見直し、負

担増とした。低所得の後期高齢者医療被保険者の命と健康を守る立場から認めら

れない。 

後期高齢者医療は、医療費が相対的に高くなる高齢者を年齢75歳以上の被保険

者で分け、一人一人別建てにする医療保険制度であり、構造的に保険料が高くな

る問題がある。年金所得の高齢者が主たる被保険者である、特に低年金の高齢者

にとっては苛酷で、保険料を下げてほしいという被保険者の声は数多く、切実さ

を増している。市は、被保険者の実態を把握し、広域連合に被保険者の現状を伝

え、保険料の負担軽減を実現する努力を求める。同制度は社会保障、セーフティ

ーネットの観点からも、国民皆保険の根底を揺るがしかねない。この制度は廃止

し、高齢者が安心できる新しい医療制度を確立すべきである。 

よって、令和元年度三鷹市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に反対

する。 

 

２ 野村羊子委員（いのちが大事） 

後期高齢者医療制度は、年齢で対象者を区切ること、年金から差し引くこと

等々の問題点があることは、かねてから指摘し続けている。 

しかしながら、当該年度は所得割額の特例軽減の段階的見直しにより、９割軽

減が８割軽減となり、今後も継続して見直しが続き、低所得者に厳しい改悪とな

っている。区市町村負担による特別対策の継続や都独自の軽減対策はあっても、

重い負担は解消されない。私たちは、後期高齢者医療制度の早期廃止を一貫して

主張しているが、国は抜本的改善をしようとする気配すらない。 

必要な人に必要な医療を届けることができない制度になっているため、本会計

決算認定に反対する。 
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以上が、本委員会に付託された令和元年度三鷹市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついてほか５件に係る審査の報告であります。 

以  上 

 

   〔付記〕決算審査特別委員氏名 

    ◎後藤 貴光    ○赤松 大一     𠮷沼 德人 

     谷口 敏也     野村 羊子     吉野 和之 

     栗原けんじ 

（◎は委員長、○は副委員長） 


